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はじめに

　産業組織論という学問分野の性格・特徴を明確
にするためには，産業組織論の成立・発展の過程
を見る必要がある．市場が完全競争市場であった
り，資源の配分が適切であれば，市場構造を取り
上げて，市場行動や市場成果との関連を問題にす
る必要はない．しかし，現実の経済社会には独占
が存在し，資源配分は適正になってはいないし，
今後も適正化は不可能である．
　一般均衡論は，経済財の配分を明確にする上で
大変重要な役割をにない，その発展は，産業組織
論の展開においても大前提となっている．また，
完全競争市場の概念は，市場構造や市場成果にお
ける規範的なスタンダードをなしている．しか
し，現実の産業では不均等に発展し，こうした状
況を分析し，よりよい経済を達成するために，個
別の産業を分析する必要がある．一般均衡論から
さらに理論的発展を決定づけたのはマーシャルに
よって行われた部分均衡論である．産業組織論は
部分均衡論として展開されてきている．

1．マーシャル以前の産業分析について

　産業組織論は企業間の競争の関係を取り扱うも
のとしてとらえるならば，市場のメカニズムや産
業を分析するという点では，A.スミス以来の経
済学の歴史とともにあるといえる．A.スミス以
前にも独占的な生産や御用商人などによる大きな
利益の享受がみられ，アリストテレスの「成治と

倫理」に，独占価格は「不正なもの」という定義
があり，その後，後期スコラ学派によって公共に
よる価格協定や公正価格についての討議がなされ
ている．また，1516年にトーマス・モアは，寡
占が独占と同じ市場結果を導くことを議論してい
る 1）．したがって，スミス以前にもいわば市場の
構造が成果と関連するということが考えられてい
た上に，独占や寡占が問題であるということは認
識されていたことは明らかである 2）．
　アダム・スミスは，経済的自由主義思想のもと
で個人の自由に委ねることで，自然の秩序によっ
て国民経済は自立的に発展するという．労働が価
値をつくり出すものであるが，資本の蓄積が行わ
れ，資本によって労働者の雇用が行われて，生産
物が商品として生産されるようになり，労働生産
物も労働者のものではなくなる．かくして商品の
価格を規定するものとして費用の他に利潤が加わ
ることになり，資本が支配的地位を持つことにな
る．ここにいわゆる資本主義的競争市場の経済が
形成された．スミスは，市場価格と自由競争に
よってもたらされる自然価格の乖離について述
べ，独占価格の問題にも言及している 3）．企業間
競争，産業の組織が工場内分業とともに利益をも
たらしたことを述べ，また，この制度が必ずしも
効果を上げ得なかったことや幾多の弊害が起こっ
たことを指摘している．
　独占の研究は，マルクス経済学において中心的
問題として早くから取り上げられてきている．国
家独占資本主義とか独占段階における経済など厳
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密な規定を行い，独占資本の本質論を展開してき
ている．独占を研究する場合に経済学の範疇とし
ての独占や独占体と日常用語における独占，ある
いは自由競争市場の対立物としての独占とは異な
るものである．しかし，ここでは近代経済学でい
うところの市場内に企業が一社しか存在しない独
占としてではなく，寡占企業も含めた市場支配力
を持つ企業という意味で使用される．産業組織論
では，市場において独占的地位を占め，市場の価
格を左右し独占的な利潤を獲得する企業を独占的
企業として分析対象とするものである．
　近代経済学においては独占の存在や弊害が明確
になり，シャーマン法が制定された時期でさえも
理論的にはまだ本格的な研究が行われていない．
ちなみに J. M.ケインズにおいても不完全競争を
想定してはいるものの独占的な市場形態を前提と
して理論を展開したわけではない．
　市場構造の状態を成果と関連させて演繹的モデ
ルとして，すなわち，資源配分の効率性としての
成果を完全競争状態と結びつけて理論的に考えた
のは，L.ワルラスや V.パレートによってであり，
独占・寡占のモデルとして理論化したのは A.
クールノーや J.ベルトランの均衡モデルなどで
あるが，これらの問題を現実の産業に結びつけて
「産業組織」という用語を用いて産業内の組織情
況を説明し，問題提起したのは A.マーシャルで
ある．その後，イギリスの「産業経済学」の形成
と発展に関して，マーシャル，P. S.フローレンス，
および E. A. G.ロビンソンの貢献は基本的に重要
であった．M. A.アットン 4）は，3人の貢献につ
いて論じている．アットンの記述を参考にしなが
らイギリス的産業組織論の形成を論じたい．

2．マーシャルの産業組織論と問題提起

2.1　企業の規模
　A.マーシャルも従来の経済学が産業社会の実
情についての分析に不十分であることから，丹念
に調査を行い理論的拡充の手がかりをつかもうと
して「内部経済と外部経済」や「規模の経済性」

など多くの新しい概念を採り入れた．マーシャル
は『経済学原理』5）を著し，経済学を体系的に述
べたが，そこでは新しい工夫を行い多くの重要な
経済学関連の用語を生み出し，産業組織に関連す
る問題提起をしている．特にワルラス的な「一般
均衡」に対してその市場以外の市場の価格と数量
の変化の影響を排除するために，産業組織の関連
では企業間の競争による「部分均衡」の成立を
ceteris-paribus（他の事情が等しい限り）の概念を
導入して説明した．
　また，産業組織論では，内部的接近方法
（internal approach）と外部的行動主義的接近方法
（external and behaviouristic approach）という 2つ
の接近方法が包摂されているが，その原型はマー
シャルの組織という概念にあると思われる．そこ
では「組織」を産業間の組織と産業内の組織，さ
らには，生産要素としての企業，すなわち，知識
とともに資本の構成要素と考え，生産の最も強力
な推進力をなす知識の発展を促進するということ
から，組織としての企業を生産要素の一つに加え
ている 6）．
　このようにマーシャルは一つの理論体系として
産業組織論を意識し，『経済学原理』の前にメア
リー夫人との共著『産業経済学』を著し，第 1編
第 7章において「産業の組織」を論じ，さらに 8
章「分業」において大規模生産の問題を取り上げ
ている 7）．「産業の組織」では，資本が組織化さ
れていくことや独占価格の形成あるいは収益逓増
の問題が述べられているが，あくまでも生産要素
としての組織として捉えただけにとどまった．そ
の後『経済学原理』において発展させ，独占的な
高価格がライバルの参入を呼び起こすことなど，
産業組織に結びつく問題を取り上げ，『産業と商
業』8）における様々な問題提起に発展させている．
　マーシャルは収穫逓増法則について『経済学原
理』で次のように述べている．「自然が生産に果
たす役割は収益逓減の傾向を示すが，人間の果た
す役割は収益逓増の傾向を示す，と大雑把にいえ
よう．労働と資本の増大は一般に改善された組織
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を生み出させるが ,これはまた労働と資本の仕事
の能率を向上させていく」9）

　大規模の経済性がなぜ生じるか，多くの産業で
それがなぜ重要になったかについて，古典的な説
明としてはアダム・スミスがそれを分業と結びつ
けて考えた．しかし，その説明は十分でなかった．
　1890年にピグー編集の『マーシャル経済論文
集』所収の「競争の諸相」10）あるいは，『産業と
商業』の第 2分冊（第 2編）「企業組織の支配的
な諸傾向」,第 3編「独占的傾向．公共の福祉と
の関係」では「独占が価格に及ぼす影響」とした
章 11）で，マーシャルは，規模の経済性の源泉と
大きさの程度についてかなりの長さで取り扱って
いるが，議論の範囲は広く，生産の経済性だけで
なく現代の議論にも見られるような革新過程にお
ける経済性，資本の増大に関する経済性，マーケ
ティングや商品の多様性に関する経済性を含めて
いた．生産における最小効率規模の考え方はしば
しば独占禁止を問題にする場合に重要な役割を果
たす．その後に技術革新に関する規模の経済性の
重要性が研究されているが，その結果は F. 
M.シェーラーと D.ロス 12）によって要約されて
いる．また，S. J.プライスは，大規模企業が中小
企業に比べて資本に関する収益逓増があるという
ことを豊富な実証研究を行い，イギリスと競争，
対抗するためにいわゆる生産物差別化を余儀なく
されるフランスの事例を引きながら，さらに，生
産物の多様性 ,いわゆる「範囲の経済性」につい
てもマーシャルが『産業と商業』において問題に
していることを論じている 13）．参入障壁の評価
におけるその後の展開を考えると，マーシャルの
販売の経済性の議論は特に興味深い．
　マーシャルは，大規模販売によって作りだされ
る莫大な節減に注目する一方で，ライバル関連で
浪費する競争的広告 14）の存在を意識する．特に，
販売規模の経済性が生産における経済性よりも利
潤マージンが優れているということである．代表
的企業の規模は，このように販売のニーズによっ
て動かされる．もちろん，これは広告と市場構造

との関係としてアメリカで行われたW. S.コマ
ナーと T. A.ウイルソン 15）などの古典的な実証分
析に関連する問題であったし，その後も注目され
ている点である．
　マーシャルの研究は，産業部門の広範囲に及ん
だが，直接的な研究は，規模と範囲の経済性の重
要性を認識することにあった．そしてこの見解が
その後のフローレンスと E. A. G.ロビンソンの著
作の中で市場構造の問題として取り上げられた．
特に，マーシャルは，規模の経済性によって市場
を独占化していく可能性を認めた上で，大規模の
有利性にもかかわらず中小規模の企業が存在し得
るのかという問題を提起し，有名な「森と木」の
比喩によって外部経済と内部経済の概念を使い，
企業の活力を論じた 16）．しかしながら，彼の『原
理』の後の版と『産業と貿易』の中で，意欲的で
有能な新しい経営者によって株式会社の発展と成
長がなされるプロセスを注意深く，修正した 17）． 
　しかし，独占的な価格政策と競争的な価格政策
の交錯が常に存在し，高い独占価格の設定は，例
えば特許権，版権，通行権のような政府の力によ
るものでない限り，競争が威力を発揮することに
なり，正常利潤を大幅に超過した価格を設定でき
ないので，絶対的な独占は現代の企業においては
それほどの重要性は持っていないという点をマー
シャルは強調している 18）．
　マーシャルは，寡占において生じる可能性のあ
る市場行動のタイプに関して議論を提供してい
る．D.ライズマンが指摘したように，マーシャ
ルの少数企業間の競争の分析は 2つの点にあっ
た 19）．一つは独占的支配の追求と維持のための
競争阻止行動であり，略奪的価格設定と参入阻止
の問題である．しかし，P. S.フローレンスや E. A. 
G.ロビンソンではほとんど議論がなされていな
い．こうした参入阻止の問題は，潜在的参入企業
を阻止するか，抑制するために既存企業によって
行われた戦略の議論であり，当時の戦略的な行動
に見られるものである．
　マーシャルが取り上げた 2番目の問題点は，企
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業間協力によって多くの利益を得ることである．
例えば，特に海外市場における情報の収集と普及
における協力は，そこに含まれる大きい機会費用
をシェアするために関係企業が共有することによ
る経済性をもたらすと，企業間協調による利点を
認める 20），一方で，ライバル間の協調による負
の効果をも認識していた．独占価格維持のための
参入制限による効果や，カルテルによる収益から
生じるものに加えて，暗黙の共謀からの危険を警
告している 21）．それにもかかわらず，高度に集
中的な産業と企業の共謀行動についての彼の評価
は，J.シュンペーターのように，革新による競争
の能力や代替品の出現に信頼をおいて，結局，独
占さえ一時的であるとみなした．
　前述のように，マーシャルは，『経済学原理』
で，市場は競争から独占への必然的方向を示し
た．それは競争原理によって「規模の経済性」す
なわち「収益逓増（費用逓減）の法則」が作用す
れば，他の企業に先行して生産規模を拡大するこ
とによって有利に展開し，企業間競争は限界企業
を排除し，市場で独占が形成される．しかし「完
全に独占化してしまわないのはなぜか」すなわち
規模の経済性と産業均衡との矛盾をどう説明する
かという問題提起とその解明によって理論的発展
を見た．

2.2　独占化と規制，独占化への制約
　産業組織論では，産業政策として規制と規制緩
和の問題を独占の形成と規制に関連して取り扱っ
ているが，マーシャルは，独占は「行政上の諸法
規がある限り存続する 22）」としながらも，効率
性だけを追求して潜在的な高い性能を無駄にして
しまうような組織には疑問を投げかけている 23）．
この大規模生産の利益を重視するか，独占的な市
場支配力の形成として考えるか，という点に関わ
る問題として現代における市場のメカニズムをど
う捉えるか，絶えず論争される問題である．
　1919年の『産業と商業』第 3巻において，独
占と公的規制の問題にも言及している．アメリカ

のシャーマン法の経験とドイツのカルテルの経験
をまとめて，イギリス政府に提言している．ここ
に産業組織における規制の理論的実体的な端緒を
見ることができる．
　また，マーシャルは競争が反社会的側面を持つ
ことを述べ，「反面，競争が停止されてしまえば，
差し引き社会福祉を損なうことになるほど活力と
自発性の維持に不可欠な側面が存している 24）」
ので，「競争の規制」という言葉は危険な言葉で
ある，とも述べている．
　規制の問題では，『産業と商業』でさらに，独
占と公共規制の問題や価格差別や買い手独占に関
して運送業を取り上げて政府による干渉が問題に
されている．特にアメリカやドイツにおける独占
禁止法の状況を説明し，政府の規制の必要性を論
じている．これは産業組織論の政策を考える上で
中心的考え方を形成したといえる．
　マーシャルが規模の経済性にもかかわらず独占
化を制約するものとして，一つには，代表的企業
における「企業家能力の限界」を挙げ，他の要因
として外部経済性の概念を導入し，企業による生
産の規模拡大による利益（内部経済）よりも企業
が属す産業界全体の発展（外部経済）のほうが大
きいと考えた．すなわち，外部経済性の問題の提
起は，現代経済において規制の要因とされている
「市場の失敗」にも関連している．また，独占化
の方向に対して「市場の不完全性」を挙げ，代替
品や革新などによって基本的には独占が一時的で
競争によって均衡化するという捉え方は，その後
の理論的展開や実際の独占の進展状況から見ても
ちろん不十分であった．この点について新野幸次
郎の「独占化阻止要因を ,資本主義的集中のメカ
ニズムそのものの中に見出さず，企業家能力の衰
退のような一種の社会的学説や ,単なる市場の不
完全性等に求めるのでは不十分」という指摘は重
要である 25）．
　これに対し P.スラッファ 26）は，1926年の
Economic Journal誌に「競争条件下の収穫逓減の
法則」を掲載し，費用逓減的な企業も「個別需要
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曲線が右下がりである」から（すなわち，それな
りの顧客の存在）独占化してしまわず均衡点を見
出すことができると考えた．すなわち，論理一貫
性のためには自由競争の考え方ではなく独占の方
向へ向きを変えることを主張した．スラッファの
定式化について 1930年代初め Economic Journal
誌上で「完全競争均衡と収穫逓増の法則」の両立
に関して，供給論争が行われた 27）．しかし，そ
の端緒となったのは，1922年の J. H. クラッパム
による Of Empty Economic Boxes と題する論文で
ある．クラッパムは「収穫逓増の法則について，
能率のどれだけの部分が単に産業規模の増大に伴
う組織の改善に起因するもので，どれだけの部分
が発明に起因するものか知り得ないとして批判し
ている 28）．」これは，測定の経験的側面からのも
のであったが，理論的批判を行ったのが P.スラッ
ファであった．この供給論争の中で，産業組織論
の基本的問題である規模の経済性や製品差別化が
理論的に検討されている．
　その後，「収益逓増」と「完全競争均衡」との
両立の考え方は，供給論争を経て ｢多数の個別生
産者が独自の生産物を持つ｣ という視点からイギ
リスとアメリカで 1933年に全く別の面から論じ
られた．
　アメリカでは，E. H. チェンバリンの『独占的
競争の理論』が出され，ここでの商品特有の顧客
を持つ，あるいは，各企業が多かれ少なかれ企業
独自の市場を持つという発想は，チェンバリンも
述べているように 29），A. フィッシャーやマーシャ
ルにも，あるいは，M.ドッブ，J. M.クラークで
も取り扱われている．
　イギリスにおいては，J.ロビンソンが同じ状況
を『不完全競争の経済学』として著したが 30），
その序言と結論においてマーシャルとピグーに負
うところ，そして P.スラッファの功績を認めて
いる．その中でハロッド（R. Harrod）および
ショーブ（G. F. Shove）やカーン（R. F. kahn）を
挙げ，さらに「限界収入曲線」の役割を強調し，
ハロッドとインテマ（T. Yntema），ヴァイナー（J. 

Viner）教授を誉め讃えている 31）．
　ここでは，企業家は売りたいだけ売れる市場で
はなく，一定の価格では一定の販売量しかありえ
ないという価格理論に取り組んだ．すなわち，完
全競争論体系に対して右下がりの個別需要曲線を
導入して市場の不完全性の中での ｢産業均衡（集
団）と企業均衡（個別）」という競争均衡，ある
いは ｢過剰設備の不可避性｣ などを解明した．こ
の点に関してはニコラス・カルドア（Nicholas 
Kaldor）は，J.ロビンソンと E. H.チェンバリン
の理論を対比的に解明して生産物差別化の存在と
過剰設備能力のもとでの均衡成立を説明してい
る 32）．
　しかし，J.ロビンソンの分析は純理論的な課題
に限定されすぎ，また需要面を強調するもので
あったため，E. H.チェンバリンほどには産業組
織論にそれほど大きな影響を及ぼさなかった．
　アメリカにおいては，不完全競争状態を E. 
H.チェンバリンの供給側からの生産物差別化の
概念を導入した『独占的競争の理論』として発展
したが，R. Triffinは『独占的競争と一般均衡理
論』33）において「前例のない速度で読者を征服
した」と記述，また，J. S. Bainも「ミクロ経済
学におけるケインズ革命に匹敵すると評価してい
る．」彼自身はマーシャルの問題提起に対してで
はなく，鉄道運賃をめぐるタウシック =ピグー
論争を契機として「生産物差別化」の概念を導入
したものである．
　生産物差別化が少しでも存在するところでは，
供給者は彼自身の生産物の絶対的独占を得るが，
また多かれ少なかれ不完全な代替物と競争に直面
しなければならない．各供給者は独占であり，し
かも競争相手を持つから，このような供給者を
「独占的競争」または「競争的独占者」と呼ぶ．「代
替の弾力性」の概念は，産業の範囲を規定する場
合に用いられるが，この概念は最初に最も簡単な
形で J. R.ヒックス『賃金の理論』と J.ロビンソ
ン『不完全競争の経済学』によって導入され
た 34）．
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　J.ロビンソンは，従来の完全競争と完全独占は
一つの限定的な事例に過ぎず，二元論的分析では
非現実的であり，現実市場を理論的に分析するに
は，純粋競争→独占的競争→寡占および独占の多
様な市場構造，すなわち，独占的で同時に競争的
な市場として，生産物の品質や販売費など現実と
の接点を考えるべきであると論じ，不完全競争市
場における独占均衡および独占利潤を分析した．
これは産業組織研究の重要な契機となった．特に
生産物差別化の価格理論への導入は，その後の価
格競争から非価格競争への質的変化にも関連して
産業組織論上重要な役割を果たしたといえよう．
また，そこでは参入と退出についても問題にさ
れ，集団均衡として企業は集団内の他企業の反応
を考慮して価格設定することにもふれている．
　J.ロビンソンや E. H.チェンバリンの理論に関
しての批判は , それほど多くはないが様々な角度
からなされている．D.デューイは『不完全競争
の理論：一つの根本的な再構成』35）において静
学であれば不確実性が存在しない世界があるが動
学にあっては不確実性の存在に注目すべきこと．
また，シカゴ学派からは独占的競争が結局は完全
競争でしかないという批判が行われ 36），この他
にも異なる視点から「独占的競争の理論は独占の
支配的地位を否定することになり，「独占形成の
最も重要な条件である生産の集積を否定し，独占
の本質を生産物の差別化に帰着させる 37）」もの
としてブリューミンは批判している．この批判
は，E. H.チェンバリンの理論の「独占的競争」
という理論的な状況を必ずしも理解して批判して
いるとは思えない．むしろ寡占論に対して，一般
的な独占批判といえるようなものである．また，
ブリューミンは E. H.チェンバリンの独占的競争
の理論に対して，「カルテル，トラスト，シンジ
ケート，その他の独占的集合体の考察を抜きにし
ている．」そして「独占形成の決定的条件，すな
わち，生産の集積を否定し，企業の大きさが独占
形成過程にいささかも意義を持っておらず，独占
的競争は，小企業が支配しているところでも起こ

りうるかのように主張する 38）．」と批判している．
生産物差別化による一種の優先権を持っているか
ら独占であるという言葉を使用している．した
がって，マルクス経済学での資本の集中・集積に
よる「独占」とは全く違った概念と捉えなければ
ならない．チェンバリンは，商標にも独占の要素
を認め商標を特許権と比較していずれも独自の生
産物を生み出すが，生産物の独占的側面と生産物
の競争的余地を持つことを特徴化させている．
　不完全競争は，完全競争状態よりも高い価格で
均衡する．しかし，その場合独占的な利潤が得ら
れているわけではない．産業組織論で問題になる
のはそうした利潤ではなく ,いわゆる超過利潤で
ある．超過利潤も，いわゆる技術革新による新製
品や製品差別化による利潤獲得と，独占の市場支
配に基づく独占利潤とは明らかに異なっている．
独占利潤はこうした一時的な特別利潤をはるかに
上回り，長期的かつ固定的性格を持ち，独占が存
続する限り維持される．
　F. ナイトは「実際どんな企業も私的独占体であ
る」といい，E. A. G.ロビンソンは，「独占者と他
の生産者との相違は，ただ程度の差である．なぜ
なら，あらゆる生産者は，自己自身の生産物の独
占者だからである 39）」としている．これは生産
物差別化によるものであり，市場の独占的支配に
よるものとは性格を異にする．
　しかし，こうした生産物差別化の初期の形態が
独占的競争で想定される限り，極めて競争的状況
であるから，生産物差別化はそれ以上のものでは
ない．しかし，産業組織論における市場構造要因
としての生産物差別化は競争関係に影響を及ぼし
一層の独占的支配の要素となっていくのであるか
ら，前述のブリューミンの批判があながち的はず
れとはいえない．
　アメリカでは，こうした理論的発展のもとに，
チェンバリンの弟子 E. S.メイスン，および J. 
S.ベインは，それまで無関連に論じられてきた
次のような研究分野の成果を採り入れて現在のよ
うな S-C-Pモデルに基づく分析を確立した．
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　A.マーシャルおよびその流れをひく 1920年代
に発展を見た「規模の経済性」を中心に企業の独
占化傾向を研究する「企業の理論」，および E. A. 
G.ロビンソンの『競争的産業の構造』40）や『独占』,
および P. S.フローレンス『産業組織の論理』41）

を中心にコースの問題提起もこの面の問題として
取り上げる．
　1919年に出版された A.マーシャルの 872ペー
ジに及ぶ『産業と貿易』は，産業経済学を研究す
るものにとっても詳細な案内を必要とするもので
あったが，特に第 2編「企業組織の支配的な諸傾
向」は，その後の研究者達にとって多くの問題提
起をなすものであった．
　この分野における研究者が論点として重視した
のは P. S.フローレンスの『イギリスとアメリカ
産業の論理』42）と E. A. G.ロビンソンの『競争的
産業の構造』および『独占』であり，工業経済論
あるいはイギリス型の産業組織論として位置づけ
ることができる．両方の著作は，多くの点で補足
的であり，規模と範囲の経済性の意義について共
存的であるけれども，他の点では，あまり重複し
ているのではない．例えば，P. S.フローレンスは，
私的大企業の管理運営と労使関係の問題を広く
扱ったが，他方，E. A. G.ロビンソンは，支配的
な企業の市場行動に関する論題について，多くの
議論を行っている．それらの主要な著作では，市
場の経済分析における統計の重要性を見ることが
できるが，フローレンスの場合には， 市場よりも
産業組織という用語を使用して産業に焦点を当て
てはいるが，寡占市場について論じていない．ロ
ビンソンにおいては，いくつかの集中型寡占の
ケースを示し，独占価格の可能性に関連させた
が，マーシャルが『産業と商業』の中で行った程
には注目や重要性を与えはしなかった 43）．
　A.マーシャルは企業組織論としての最適規模
の理論，「規模の経済性」に基づく企業の成長，
および市場が競争によって独占化への傾向を持つ
ことを論じる．マーシャルの『産業と商業』では
この分野での豊かな問題提起が取り上げられてい

たけれども，E. A. G.ロビンソンやフローレンス
が『独占』や『競争産業の構造』において直接言
及したのは『経済学原理』に関してであった．

3．規模の経済性と効率に関して　 
− P. S. フローレンスの見解−

　産業の経済学における P. S. フローレンスの業
績は，彼の『産業組織の論理』をさらに発展させ
て 1953年に最初に出版され，1961年の改訂版が
出された『イギリスとアメリカの産業の論理』で
ある．彼の興味は広い分野におよび構造や産業発
展についての理解のために政治学，社会学，およ
び経営科学を活用することが必要であると考え
た．著書の中心的な目的は，タイトルが示すよう
に，設備と企業の規模および他の産業特徴におけ
る変化と相違の根底にある論理 44）を追跡するこ
とであった．観察されたデータに基づく一般的傾
向を仮説としての理論化であった．国勢調査統計
を基に国際比較，特にアメリカとイギリスの比較
を行った 45）．
　フローレンスによれば，産業の経済学としての
企業の基礎はマーシャルの『産業と商業』，J. A.ホ
ブソンの The Evolution of Modern Capitalism（1894），
バーリーとミーンズの『近代株式会社と私有財
産』（1932），E. A. G.ロビンソンの『競争産業の
構造』（1931）によって盛んになった．バーリー
とミーンズによって明らかにされたような所有と
支配に関するイギリスにおける本格的研究は，
1930年代のイギリス企業の株式保有状況を分析
したフローレンスによる研究である．彼はイギリ
スにおいて，大株主が議決権株の 20％以上を保
有する会社の割合が相対的に高いことを示した．
その後，1942年に H.パーキンソン 46）は，イギ
リス大会社 30社の株式保有類型を考察している
が，そこでは大多数の株主は 100ポンド以下の小
規模を保有するに過ぎず，全体の 0.2％に過ぎな
い大株主が全体の資本額の 3分の 1以上を保有
し，会社が大きければ大きいほど大株主によって
保有されている株式の割合も高いことを示し
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た 47）．さらにフローレンスは，イギリスにおけ
る株式所有の集中水準が 1936年と 1951年との間
に低下し，所有者支配が弱まっていること，そし
て法人株主が増え ,過半数所有よりも少数支配が
増加していることを示した 48）．
　彼の 1953年の著書の最初の 2つの部分および
Economic Journal誌と Statistic Journal誌に寄稿し
た論文において議論されたアメリカとイギリスの
設備と企業の規模の配分データからの主要な結論
は，多くの産業の部門の中で規模の経済性におけ
る効率上の利益であった．A.マーシャルの規模
の経済性の提起前に，フローレンスはこの問題を
ある程度解決する努力をしている．大規模の経済
性が存在するために必要な次の 3つの原理を挙げ
ている 49）．設備のレベルで，大量の「大量取引
の原理」（Principle of bulk Tranactions），「集約的
準備金の原理」（Principal of massed reserve）「倍数
の原理」（principal of multiples）は，この現象を
説明するために使われて，同様の説明が現在の産
業経済学の論文の中にも見出すことができる．企
業や組織レベルでも，フローレンスによれば無限
の企業成長を考慮した科学的な経営に委ねるなら
ば，組織の規模に制約を置くことはないという結
論になる 50）．彼はこの結論を，企業成長を上限
に設定している要因として経営陣の調整能力に限
界を見たエコノミスト，特に E. A. G.ロビンソン，
および N. カルドアの結論と対比する．企業規模
には明確な限界がなければ，もちろん競争的均衡
があるはずがない．
　彼は，規模の経済性と差別化を対立的にとら
え，規模の経済性の達成を妨げる主要な要因は，
消費者の予期せざる選択行為であり，新しい商品
が技術的に非能率な規模での生産をも生じさせ
た．したがって，これは生産計画を改善し，生産
者がより大きな規模の経済性，低コストを実現す
ることを可能にしたと考えることが論理的と考え
た．
　P. S.フローレンスは，消費者が商品の多様性に
よって規模の経済性の効果を軽視しただけでな

く，その後間もなく出版された J. K.ガルブレイ
ス著『アメリカ資本主義』51）とともに，広告エー
ジェントの策略によって多くの消費者需要が人為
的に創出されたと考えた．上述のように実証的に
多くの産業で少数企業の支配を考察したけれど
も，実際に寡占における競争過程の分析はそれほ
ど明確に行われたわけではない．
　産業に関する焦点は，センサス・データの使用
からイギリスとアメリカにおける製造業を説明
し，比較するが，そうした情報を高度集中として
「市場構造」の関係で捉えることは，1951年にエ
ブリー（R. Evely）とリトル（I. M. D. Little）によっ
てであった．R. Eエブリーと I. M. D.リトルの『イ
ギリス産業における集中』52）は，同じ考え方の
もとに，市場構造─行動─成果の方法によって市
場の包括的な分析を表した．ついでにエブリーと
リトルについていえば，集中度に影響を与える要
因として子会社の有無や垂直的統合の程度など生
産集中度が必ずしも産業における競争度の適切な
表現になるものではないと注意を与えている 53）．
また，企業の合併・合同の過程をマッチ工業や壁
紙産業等で調査し，大企業間の合同が多くの場合
市場の停滞や過剰能力の整理と関係しており，生
産費低下よりも独占化を中心とするものと述べて
いる．特に，イギリスにおける合併が独占あるい
は寡占の促進に大きな役割を演じたが，重要な問
題は独占が永続化する傾向があることを明らかに
している．この点はマルクス経済学の立場からの
S.アーロノヴィッチも独占の発生と形態につい
て述べ，独占がイギリス国民の 99%の敵と述べ
た『独占』において強く主張するところであ
る 54）．
　P. S.フローレンスは，企業の規模に関しての効
率の測定を企業の存続と成長について言及してい
る．このプロセスは 1909年と 1939年の間のアメ
リカの産業に関して，および 1935年と 1948の間
のイギリスの産業に関して研究したものであ
る 55）．その後，このアイディアに基づいてスティ
グラー（1958年）によって，生存企業の技術が
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規模の経済性を評価するためにその測定方法とし
て，J. S.ベインによる工学的推計（engineering 
estimate or approach）56）や C. J.スティグラーによ
る適者生存法（survivor technique）57）として発展
させられ一つの尺度とされている 58）．
　規模の経済性に関して別の問題として，単一の
生産企業を仮定すると彼は垂直的統合と複合的統
合について，統合が主として 3つの要因に依存す
ると主張する．すなわち，共通費，特に配分での
技術的要因，およびリスクと不確実性の問題であ
る 59）．そこには範囲の経済性の問題が取り扱わ
れ，その後 , 小規模企業の大企業に対抗する市場
を想定したボーモル等（1982）のコンテスタブル
の概念にも関連してくる 60）．また，彼の経営に
対する言及と同様に，その後の発展は，ペンロー
ズの『会社成長の理論』61）（1959年）におけるア
イディア，すなわち，設備等の規模による利益と
固定的要素を前提としない成長の利益とを区別し
て ,中小規模の成長などによって経済理論として
の最適規模論を否定した議論などに関連してく
る．
　生産要素の不完全利用よりもむしろ生産能力の
完全利用を保証する方法すべてを探し求めること
は，P. S.フローレンスの 1961年の改定版におい
て，内部の組織と管理への科学のアプローチの重
要性と大規模な経済の要素について議論してい
る．そこでは 1939年にオックスフォード調査に
基づくホール &ヒッチによる「フルコスト原則」
に関連して価格決定の問題についてふれるが 62），
彼は，フルコスト原則と利潤極大化の原理との論
争の問題について 1949年に出版された P. W. S.
アンドリュースの“Manufacturing Business”を引
用 63）して問題にしただけで寡占的市場構造の中
での価格決定を分析することには言及しなかっ
た．この点に関してM. A.アットンは，むしろ彼
の価格決定と市場構造に関してあまり強調してい
ないことについて驚きを表し，相対的に早い
1950年代初期のノイマンとモルゲンシュテルン
によるゲーム理論への関心に関連させている 64）．

　フローレンスの研究の範囲は広く，『イギリス
とアメリカの産業の論理』の第Ⅴ章では，大企業
の株主の役割について言及しているが，現在の
「コーポレート・ガバナンス」の問題に関連した
広い議論を含んでいる．これらは大企業の所有
権，大企業の経営，および成功についての 1961b
の研究においてより完全に探究された問題であっ
た 65）．
　他方で，P. S.フローレンスは，政府と国営化，
協力的な企業の経営管理について言及しており，
独占禁止政策がイギリスでよりもアメリカでより
一層発展してきたことに注目している．しかし，
1961年の“Logic”の改訂版以前に，制限的慣行
に対する高等裁判所の特別聴聞委員会の設立と，
イギリスの独占および制限的な取引委員会による
多くの詳細な報告がなされており，これらのリ
ポートと議事録が市場行動と市場成果の追加的な
豊かな材料を提供したと思われるにもかかわら
ず，それへの関連記述がなく，独占禁止政策に関
しては全く取り扱ってはいない．多分，これは彼
が失業と戦争経済のための政策によって，独占問
題をそれほど重要な問題と考えなかったからであ
り，大企業組織の潜在的効率性と国家的計画の必
要性に関して，ガルブレイスが，「テクノストラ
クチャー」の概念と『新産業国家』（1967年）で
発展させた結論と同じような考え方によるものと
考えられる．したがって，フローレンスは次のよ
うに結論づける．企業のより大規模な機械化とよ
り大きな設備への傾向は，市場の価格切り下げか
ら大企業とその内部の組織の投資政策のような方
針に移ることに注目しなければならない．投資
は，論理と実証において，スタッフ，会社員，お
よび中間管理職の増加とともに，より多くの固定
費を意味し，景気変動に影響を被ることになる．
こうした企業の大規模化の問題はライベンシュタ
インによって明らかにされたＸ非効率の問題とし
て取り上げられることになる 66）．
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4．生産物差別化と独占化− E. A. G. ロビンソン 
の見解−　　　　　　　　　　　　　 　

　E. A. G.ロビンソンは，従来の均衡論的価格理
論の体系に「独占」という現実を取り込んでどの
ように説明するか，この点でその後の産業組織の
研究に大きな影響を及ぼしたといえるであろう．
　E. A. G.ロビンソンと P. S.フローレンスは，産
業組織論の 1930年代の .研究者たちの Economic 
Journal誌で活発な討論交換を行ったが，E. A. 
G.ロビンソンと P. S.フローレンスの 2人の最初
の接触は，ケンブリッジ経済学叢書に一緒に執筆
したときからである．E. A. G.ロビンソンはこの
叢書の一環としてイギリス・ケンブリッジ学派の
産業経済学を代表する古典的名著とされている
『競争的産業の構造』（翻訳書名『産業の規模と能
率 』）67） を 1931年 に 著 し，1941年 に は『 独
占』68）を著した．両書はまだ今日においても有
益であるが，後者は多くの独占の程度の大部分が
イギリス，アメリカ，およびドイツの競争法のレ
ビューから成っていて，それ自体が必然的に時代
とともに変化していることもあり，どちらかとい
うと前者のほうがより反響が大きいといえる．
『産業の規模と能率』の中心的な焦点は「最適企
業規模の理論」としてその決定的要因の詳細な分
析を行ったものである．彼の方法はフローレンス
と同様，イギリスとアメリカの企業と産業につい
ての多くの説明に関してマーシャル的伝統を受け
継いでいるが，P. S.フローレンスに比べて，生産
あるいは工業センサス統計をそれほど多くは利用
していない．
　また，価格理論にだけでなくイギリス・ケンブ
リッジ学派の「産業経済学」としてイギリス型の
「産業組織論」の原型を形成し，E. S.メイソンや J. 

S.ベイン流のハーバード学派の市場構造概念に
対して ,産業の規模と効率，成長について動態的
に扱い 69），アメリカにおける産業組織論にも大
きな影響を及ぼしている．
　E. A. G.ロビンソンは，規模の経済と製品差別

化について，企業の規模と産業の構造を決定する
諸要因を「生産技術」，「経営管理」，「財務」「マー
ケティング」さらには，市場環境の変化への適応
等の諸側面から検討することによって明らかにし
ようとした．この理論の特徴は「企業の最適規模」
を強調する点，およびその最適性の規定が動態的
な過程で定義される．規模の経済性は産業によっ
て異なるが，いずれの産業においても生産規模に
よって最低平均生産費が異なれば，それが特定の
市場構造を規定する重要な要因であることは確か
である．企業の最適規模に関しては，規模の経済
性の測定が行われなければならない．
　マーシャルがいうところの「代表的企業」は，
産業の状況によって最良の生産規模を表し「最適
企業」として考えられる．E. A. G.ロビンソンに
よれば，最良の規模を決定する 5つの要因は，技
術的諸要因，管理的諸要因，財務的諸要因，マー
ケティングの影響，リスクと景気変動の諸要
因 70）であり，これらの議論は古典的なままであ
るが，まだ現代においても，例えば J. ティロル
と F. M. シェーラーと P. ロスなどでも引用されて
いる 71）．規模の技術的経済性の基礎をなす要因
や特にマーケティングにおける規模の経済性が全
体的な規模において中心的役割を演じるという認
識は多くのその後の実証研究にも関係している．
　広告は，商品の存在や改良を周知させるため
に ,あるいは生活を向上させ多様化するために有
益なものもあるが，ライバル企業との顧客獲得競
争である戦闘的あるいは説得的な広告の場合に
は，独占的支配力のためであり浪費的である 72）．
こうした点ではフローレンスも同じである．E. A. 
G. ロビンソンは『独占』において，「のれん」（営
業権）が頻繁に効果的な販売戦略によって創り上
げられ，広告の圧力が決して無視することができ
ない独占力を生み出すこと，競争的広告の大きな
支出が中小企業の拡大や成長を妨げる非常に効果
的な武器として大企業によって用いられるとして
いる 73）．すなわち広告が独占形成維持の一つの
源泉であることを示唆した．この洞察は J. S.ベ



─ 88 ─ ─ 89 ── 88 ─ ─ 89 ─

マーシャルとイギリスの産業組織論の形成（三宅）

インの『新しい競争への障壁』 （1956年）の古典
的研究にも関連している．ベインは詳細な事例研
究から宣伝広告が重要な形成要因である製品差別
化が，規模の経済性や絶対的費用上の優位性より
も高い参入障壁の最も有意な源泉であったと結論
づけた 74）．
　E. A. G.ロビンソンは，市場集中が技術的な生
産の経済性の程度を決定するのではなく，すべて
の要因が考慮されたときに，規模の全体の優位性
が非常に大きく，資源における節約が，生産の集
中だけでなくより大きな単位でなされることを確
信した．市場規模に対してイギリスの企業がアメ
リカ企業よりも平均して小規模とはいえないが，
アメリカ市場が規格化を受け入れているのに対し
て，イギリス企業の場合，販売圧力などによって
消費者の多様性に応じるので規模の経済性を犠牲
にしていると説明する 75）．
　「能率改善のための介入」と題した第 12章の中
で，ロビンソンは合理化を企図する目的を能率的
装備の工場への生産集中と非能率な工場設備を閉
鎖，残存工場設備の完全稼働によって経済性を獲
得し，費用と価格を低下させることを説いてい
る 76）．
　このように E. A. G.ロビンソンは，『独占』に
おいて参入障壁の大部分が広告によって創り出さ
れる「のれん」に帰属させることの重要性を言及
した．参入企業の費用の上昇の関連も含めて，参
入を困難にしている 4つの主要な要因，すなわ
ち，法律上の禁止，生産要素の管理，商標のれん
と規模の経済性について議論している，特に効率
的な大規模組織での支払い可能な水準の賃金を上
げることが参入を一層困難にする 77）．また，参
入を阻止するものとして，流通経路などの垂直統
合の効果にも重点を置いている 78）．
　また，同書では，自然独占を含む単一企業だけ
でなく共謀協定も含んだ集中的寡占を取り扱って
おり，独占価格は相互に企業数の少数性による態
度，協定が全くないところでも暗黙の協定に依存
していると論じている 79）．

　略奪的な価格設定については，既存企業が多く
の市場占有率を有するため新規参入企業よりも損
害を被るので，支配的企業はそのような戦術を採
用するのは不合理であるという議論（Bork,1978
年；McGee,1980年）をするのに対して，大企業
は他の所で独占利潤を獲得しているので小企業よ
りも有利であり，大幅切り下げを行う 80）．
　E. A. G.ロビンソンの別の貢献は，費用・価格
理論の展開において，平均費用が逓減から逓増的
に転換する，いわゆるＵ字型となる理由を企業の
調整の問題に求め，Ｕ字型費用曲線がどのような
市場形態にも当てはまることを明確にした点で貢
献がある．この問題は夫人である J.ロビンソン
の『不完全競争の経済学』の第 3編，競争均衡お
よび「収穫逓増と収穫逓減に関する付録」に著し
い影響を与えているし ,「付録」に関しては中小
企業の存続理由を説明する理論的裏付けをなして
いる．この点は，J.シュタインドルの『小企業と
大企業』81）等においてもその影響の大きさが明
確である．こうして，「管理上の不経済に基づく
大規模の経済性に対する制約の理論」は「マー
シャル以来の新古典派の企業分析における正統的
地位を占めるものとなった 82）」
　E. A. G.ロビンソンは，次の議論をすることに
よって，組織の販売部分の重要性を強調する．す
なわち，鉄鋼等のように製品や製造機械が物理的
に大きい場合と，自動車のような完成品が高度に
複雑で小さな部品の組み立産業では，最適技術単
位は大きく ,最小最適規模が考えられる．彼は，
それにもかかわらず，「技術的最適規模は能率的
操業の最小規模を確定するが，それ以上に成長す
れば単位当たりの費用が逓増的に増大するような
最大規模の決定に対して全く寄与していない」と
論じている 83）．そこでは複数工場の経済性を示
唆し，また大規模経営のいわば組織内調整の問題
も論じている．こうした問題はその後ライベン
シュタインが企業内部の組織論に関連して提起し
たＸ非効率につながるものである．
　イギリスにおいて当時設立された独占および制
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限的取引慣行委員会による初期の報告書は，1950
年代のこのような事例を提供している。この点に
ついての概要についてはアットン（Uttonが詳し
く取り扱っている（1979年，5 ch）．また，アッ
トンはウォルシュ（Walshe）とイギリスの合併と
集中度との関係について分析を行っている 84）．
　なお，E. A. G.ロビンソンが『独占』に取り組
んでいたときに，J. R.ヒックスは「すべての独
占利潤の最高状態は quiet tlifeである」85）と述べ
たが，こうした問題に関連して E. A. G.ロビンソ
ンは，今や産業組織論の中心的な問題の一つであ
るＸ非効率の概念を予測している 86）．しかし，
この問題に関しては実証的に困難であることを認
識していたので，それ以上の発展はなされていな
い．
　E. A. G.ロビンソンとフローレンスの両者は，
基本的にイギリスの産業において規模の経済性が
実現されることが発展をもたらすものと考えてい
た．このために，特に E. A. G.ロビンソンは一般
的な統合や合併に賛成していた．彼はアメリカの
データを使用して産業の合併は技術進歩を妨げな
かったことを示し，生産の時間的節約の方法を採
り入れることを奨励した 87）．
　規模の経済性および範囲の経済性に対する信頼
は，戦争不況のために競争または独占禁止政策つ
いての E. A. G.ロビンソンの結論に影響した．彼
は，独占企業あるいは共謀した企業による制限的
慣行を問題にする一方で，独占解体によって価格
など競争条件を再構築することに疑問を呈してい
る 88）．
　フローレンスとロビンソンの研究は，異なった
アプローチであった．フローレンスはアメリカと
イギリスで利用可能な実態を考慮して厳密に市場
構造について多数の提案を試みた．これとは対照
的に，マーシャルの事例を密接に跡づけたロビン
ソンは，競争的市場構造と独占的市場構造につい
て彼の結論を引き出した．共にその後の研究に影
響を及ぼしたが，アメリカにおいて 1960と 1970
年代の実証的研究の発展に導いた J. M.クラーク

と E. S.メイスン（1937［1957年］）のような市
場構造─行動─成果の枠組みのような全体の分析
の枠組みまでは提供できなかった．

5．オックスフォード型寡占価格の決定方式と 
その後　　　　　　　　　　　　　 　

　1930年代は世界恐慌の影響が顕著に表れ，ア
メリカでも大企業による管理価格が研究され始め
た頃である．イギリスにおいても景気循環の諸問
題に関する調査グループとしてオックスフォー
ド・グループが形成されたが，価格の硬直性と大
規模な過剰資本設備の存在も調査の一つであっ
た．当時の価格の硬直性について L. C.ロビンズ
は，「いろいろなカルテルや統制機構の存在」「カ
ルテル価格の硬直性によって導入された非弾力性
と不確実性の要素を決して無視してはならな
い 89）」と述べ，M.ドッブも過剰設備の状況研究
について，アメリカでのブルッキングス研究所の
ような研究がなされていないこと，価格の変化が
大きいところでは生産制限が大きくないことなど
を挙げて調査の重要性を説いている 90）．このよ
うにして，オックスフォード・グループとしての
価格設定の実態調査を行って，L.ホール（R. L. 
Hall）と ヒッチ（C. J. Hitch）は，「価格理論と企
業行動」という論文 91）で，「フル・コスト原
理」92）を唱えた．これは，ケンブリッジを中心
に展開されてきた演繹的な利潤極大化行動の限界
原理に基づく伝統的な価格決定に対して，規範的
な平均原理に基づく価格設定理論を明らかにした
ものである．それがフルコスト原理であり，現代
の寡占市場では市場支配的企業の価格は需要的側
面ではなく企業の置かれた立場を考慮した利潤
マークアップを行う価格設定方式である．その
後，アメリカにおいてもカプランたちによって
「ビッグビジネスの価格政策」として実証された
目標収益率決定の原理とも呼ばれているものであ
る．これは現代寡占市場の産業組織の状況によっ
て価格が設定されるという産業組織論にとって最
も適合しうるものとして考えることができる．
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　マークアップ率と利潤率との関連では，T.カ
リーアはミクロ経済分析を補うものとして独占を
歴史的事例や実証分析を示した著作 93）において，
独占と経済支配力をマークアップ率に関連させて
いる．こうした独占・寡占理論は，新古典派経済
学者，ポストケインジアンなどによって論じられ
てきたが，とりわけその先駆者として，A.ラー
ナー，M.カレッキー，N.カルドアらを挙げてい
る．彼らの産業組織の発展に対する貢献も，ポス
トケインジアン型の産業組織論として今後展開さ
せる必要があろう．
　以上のように規模の経済性と生産物差別化によ
る独占形成の問題をみてきたが，その後イギリス
において，産業経済学は産業組織論と名づけたも
のは多くはないが，分析方法や内容はベイン型の
SCPパラダイムによる分析にほとんど集約され
てきているといえよう．

（元日本大学経済学部教授）
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